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決算書掲載頁　P107

内
訳

本市に居住する外国人の登録を実施することによって、外国人の居住関係及び身分関係を明確にし、教育、福祉等の
各種行政事務に役立たせるとともに、外国人の公正な管理に資する。

中長期在留者住居地届出等事務に関して、引き続き適正な事務処理に努める。
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事業： 外国人登録関係事業 0008整理
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 在留外国人の居住関係及び身分関係を明らかにする。
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所管課

在留外国人の居住関係及び身分関係を明らかにする。
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細事業：外国人登録関係事業 01事業
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職員数

再任用職員数

1

直営 昭和47年度以前 外国人登録法・外国人登録法施行規則・外国人登録法施行令

外国人登録者数　５４５人　外国人登録事務処理件数　３６２件

中長期在留者住居地届出等事務に関して、引き続き適正な事務処理に努める。
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　従来の外国人登録法は７月８日付けで廃止され、７月９日付けで外国人住民として住民基本台帳に記載されることに
より、居住関係及び身分関係がより明確化され、外国人住民自身の利便性の向上や市町村等の行政の合理化を図る。目

標

一人あたり

世帯あたり 163

68

事業費

参
考

387

(円)

(円)

(人)

(人)

コ
ス
ト
情
報
・
従
事
職
員
数

その他特定財源

0

0

国府支出金

地方債



事業：外国人登録関係事業                                

外国人登録法及び関係法令に基づき、市内に在留する外国人の居住関係、身分関係を明確にし、登録事務の適

正かつ円滑な事務処理に努めた。 

細事業：外国人登録関係事業                                

外国人登録法及び関係法令に基づき、市内に在留する外国人の居住関係、身分関係を明確にし、登録事務の適

正かつ円滑な事務処理に努めた。なお、平成２４年７月８日に外国人登録法が廃止され、同年７月９日から外国

人住民も日本人住民と同様に住民基本台帳に記載されるようになった。 

 

(1) 世帯数及び人口の推移（23年度までは年度末、24年度は 7月 8日現在） 

     年 度 

  
  区 分 

２０ ２１ ２２ ２３ ２４ 

 

世帯数 411 424 429 428 435 

人口  542 551 545 542 545 

(2) 外国人登録事務処理状況 

種           別 件 数 種           別 件 数 種    別 件 数 

新規登録 

入   国 
10 

 
居住地以外の変更登録 

80 

 
家 族 事 項 登 録 10 

出   生 

0 

 

 
居 住 地 

変 更 登 録 

変更登録申請 
26 

 
職 権 変 更 登 録 

0 

 

 

引 替 交 付 
2 

 
原票送付申請 

15 

 
原 票 の 書 換 0 

再 交 付 0 原 票 送 付 9 官 署 か ら の 照 会 回 答 15 

確 認 （ 切 替 ） 交 付 13 証 明 書 送 付 0 原票記載事項証明書交付 143 

交付予定期間（変更）指定 25 

閉   鎖 

出 国 10 計 362 

登 録 の 訂 正 
1 

 
死 亡 

2 

 
 

無          効 0 日 本 国 籍 
1 

 

(3) 外国人国籍別人員（平成 24年 7月 8日現在） 

区分 

国籍 
計 

１６歳 

未満 

１６歳 

以上 

区分 

国籍 
計 

１６歳 

未満 

１６歳 

以上 

韓国 249 11 238 オーストラリア 7 

 

７ 

0 7 

中国 103 6 97 スリランカ 7 0 7 

ブラジル 41 5 36 パキスタン 6 0 6 

フィリピン 39 6 33 インド 5 0 5 

米国 13 0 13 インドネシア 4 0 4 

朝鮮 11 0 11 タイ 5 0 5 

ベトナム 10 0 10 ＊その他 ①  10 0 10 

英国 7 

 
0 7 ＊その他 ② 13 0 13 

カナダ 7 0 7 無国籍 1 1 0 

ペルー 7 0 7 計 

 
545 29 516 

  ＊その他① グルジア・シンガポール・ロシア・スイス・マレーシア 各２人  計１０人 

  ＊その他② スウェーデン・ドイツ・ネパール・ノルウェー・パラグアイ・フランス・クロアチア・ 

     イラン・エジプト・オーストリア・アイルランド・ナイジェリア・スペイン 各１人 計１３人 


